
第1部　自然環境と基本指標
1－2　人　　　口

人口統計について

人口に関する統計には、男女別人口、年齢別人口などのように、特定時点における人口の実態を明らかにするための人口静態統計と一定期間内に発生した人口変動の現象を把握するための人ロ動態統計があり、後者はさらに出生、死亡などの自然動態に関する統計と、転入、転出などの社会動態に関する統計に分かれる。人口静態統計を作成するための代表的な統計調査としては大正9年(1920年)から実施されている｢国勢調査｣がある。国勢調査以前の人口静態統計については、明治5年(1872年)以降の戸籍法に基づく本籍人口や本籍人口を基礎として、入寄留･出寄留数などを加減して算出した現住人口がある。一方、自然動態に関する代表的な統計調査としては｢人口動態調査｣があり、社会動態に関するものとしては｢住民基本台帳人口移動報告｣がある。
本市独自の調査としては、｢市民調査｣(昭和15年7月1日現在)をはじめ、｢常住人口調査｣(昭和26年から54年まで)、｢転出入人口調査｣(昭和27年1月から55年9月まで)などがある。また、現在、｢人口動向調査｣(昭和55年10月から)を行っている。
統計表の編成と基礎資料

この分野は、人口静態、自然動態及び社会動態に関する統計表で編成されている。
人口静態統計としては、人口と世帯数の累年比較を掲載した総括表をはじめ、大正9年以後の国勢調査による調査時の市域による人口と現在の市域に組替えた人口、本市へ編入された市町村の世帯数と人口、区別人口、市町村の編入などによる区の人口の異動、人口重心、年齢5歳階級別人口、配偶関係別人口、労働力状態別人口、就業･無業別人口、産業大分類別就業者数、職業大分類別就業者数、国籍別在住外国人数、世帯の種類別世帯数･世帯人員、昼間人口を掲載した。
自然動態では、出生、死亡、婚姻、離婚に関する基本表、年齢別死亡数、年齢別婚姻数を掲載した。なお死因別死亡数については、｢2-2健康｣の分野に掲載されている。
社会動態では、入寄留･出寄留数、転入･転出数、市外との地域別社会増減数を掲載した。
以上の基礎資料は、主に、名古屋市の人口に関する広範なデータを収録している『昭和60年国勢調査　名古屋の人口』であり、この他に『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』などを利用した。
なお、人口に関する統計調査では、就業状態や世帯の居住状態に関する調査事項を含むことが多いが、本書では国勢調査などの就業状態や労働力状態に関する統計データも、一括してこの｢人口｣の分野に掲載した。
ただし、住宅統計調査による住宅に居住する人口及び世帯数は｢5-1住宅･建設｣の分野に、就業構造基本調査による就業者の就業状態に関する統計表は｢6-7労働｣の分野に掲載した。
人口静態統計
人口静態統計は、①　国勢調査をはじめとする実地調査による人口、②　戸籍などの公簿に基づいて作成される人口(出生、死亡、入寄留、出寄留などの異動数が加減されている)、③　①　に、出生、死亡、転入、転出などの異動数を加減して算出される人口(いわゆる推計人口)の3種類に分かれる。
本市においては、国勢調査その他の全国的な人口調査あるいは名古屋市常住人口調査が実施された年は、調査の結果得られた人口を、その他の年は次に述べる方法により算出された人口を使用しているが、経年的な概要は次のとおりである。
1　　明治22年の人口
市制施行当時の公簿人口。明治5年の調査により作成された戸籍表に出生、就籍及び入寄留を加え、死亡、除籍及び出寄留を減じたもの(『名古屋市史』政治編第3巻　第3章による)。
注)寄留制度:90日以上本籍地外に住所を有する者を登録する制度。本籍地を離れる場合、本籍地で出寄留届を、新居住地で入寄留届を出すものであったが、制度の正確性を期するため、大正3年には寄留法が発布された。
2　　明治23年から大正8年までの人口
上記1と同様の方法で求めた公簿人口。市の境界変更にともない人口に異動があった場合は、変更時に加減してある(『大正昭和名古屋市史』第1巻122ページによるが、『名古屋市統計書』により一部補正した)。
3　　大正9年の人口

国勢調査の結果による人口。以下、大正14年、昭和5年、10年、15年、22年、25年、30年、35年、40年、45年、50年、55年、60年は国勢調査人口による。
4　　大正10年から昭和14年までの人口

国勢調査による人口を基礎とし、人口動態調査による出生、死亡及び国勢調査間における人口の増加により推計したもの。内閣統計局が推計を行った(『名古屋市統計書』昭和5年版～14年版)。
5　　昭和16年から20年までの人口

この期間中に、人口調査が行われた年を除き、町内会別人口を集計したもの。人口調査により補正を行っている。
6　　昭和19年2月22日、20年11月1日、21年4月26日、23年8月1日の人口

それぞれ、昭和19年人口調査、昭和20年人口調査、昭和21年人口調査、昭和23年常住人口調査の結果による。
7　　昭和21年、22年の人口

22年3月までは連区町内会事務所備付の町籍簿の人口の異動、22年4月以降は区役所又は区役所出張所で調査した人口の異動による毎月中の増加を月初人口に加えて翌月初人口を求めた。
8　　昭和23年から36年までの人口

現住人異動月報による転入、転出、人口動態調査による出生、死亡を月初人口に加減して、翌月初人口を算出した。
ただし、国勢調査その他の全国的な人口調査、常住人口調査(昭和26年から54年)が行われたときは、調査人口を採用し、翌月初人口は、この調査人口に毎月中の人口の異動数を加減して算出した。
9　　昭和37年以降の人口

上記8により算出した昭和37年1月1日人口に住民異動調査(昭和55年10月1日からは人口動向調査)による異動数を加減して算出した。ただし、国勢調査、常住人口調査が行われたときは、調査人口を採用し、翌月初人口は、この調査人口に毎月中の人口の異動数を加減して算出した。
国勢調査(指定統計第1号)

国勢調査は、我が国の人口の状況を明らかにするために、大正9年以降原則として5年ごとに、10月1日を期して実施されている全国的な調査で、昭和15年調査までは｢国勢調査ニ関スル法律｣に基づいており、昭和22年5月2日内閣告示第21号によって｢指定統計第1号｣に指定されている。昭和22年調査以後は｢統計法｣(昭和22年3月26日法律第18号)に基づいて行われている。
なお、この調査については、各回国勢調査報告を始めさまざまな資料(『名古屋の人口』など)が刊行されてい

るので、さらに詳細なことについては、これらを参照されたい。
1　　調査地域

昭和60年国勢調査は、我が国の地域のうち、歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島、島根県隠岐郡五箇村にある竹島を除く地域において行われた。
第二次大戦前においては、戦後我が国の版図から除かれた朝鮮、台湾などの地域をも調査地域としていた。
戦後においては、昭和26年及び28年にそれぞれ復帰した吐喝喇(とから)列島及び奄美群島が、昭和30年の調査から調査地域に含まれ、また昭和43年に復帰した小笠原諸島が昭和45年の調査から、昭和47年に復帰した沖縄県が、昭和50年の調査から調査地域に含まれている。
2　　調査対象者

昭和22年調査までは調査時に現在する地域で調査をする現在地主義であり、昭和25年調査以降は調査時に3か月以上にわたって住んでいるか、住むことになっている地域で調査をする常住地主義によっている。
外国人の取り扱いについては、昭和15年までの戦前の調査では、一般の外国人のみならず、戦後の調査で調査対象から除かれた者もすべて調査している。昭和22年調査以降は、外国の外交団･領事団(随員及びその家族を含む)、外国軍隊の軍人･軍属及びその家族が調査対象から除かれている。
3　　調査事項

調査周期は5年であり、大規模調査と簡易調査(昭和30年調査以後)を交互に実施しており、次に述べる事項を調査している。まず、戦前においては、簡易調査では、氏名、男女の別、出生年月日、配偶関係などの人口の基本的属性に限られ、大規模調査ではこれらの基本的属性のほか、職業、産業などの経済的属性も含め調査している。
戦後においては、簡易調査においても人口の経済的属性や住宅に関する事項も調査しており、戦前の大規模調査に匹敵したものとなっている。戦後の大規模調査では、さらに教育の状況、家計の収入の種類などの事項についても調査している。
4　　調査組織

昭和60年調査では、総務庁統計局を主管部局とし、総務庁長官一都道府県知事一市町村長一国勢調査指導員一国勢調査員を通じて行われた。大正9年の第1回調査では、内閣統計局が主管部局であったが、以後、名称が総理府統計局、総理庁統計局、総理府統計局と改称され、現在では総務庁統計局となっている。
第1回調査においては、全国で246,384人の調査員が調査に従事したが、昭和60年調査では、指導員が約60,000人(本市では約1,200人)、調査員が約780,000人(本市では約15,000人)であった。
5　　調査方法

統計調査の調査票への記入方式には、調査対象が自ら調査票へ記入する自計申告方式と、調査員が調査対象に質問して得た回答を調査票に記入する他計申告方式がある。また、調査票は、1人につき1枚の個人別調査票と世帯別調査票に分かれる。国勢調査の場合、昭和25年調査については、調査区ごとの世帯連記票をもちい、他計申告方式により実施されている。昭和25年以外の調査では、申告方法は、昭和15年以前には自計申告方式がとられ、昭和22年臨時調査及び昭和30年以後の調査では自計申告方式と他計申告方式が併用されており、また、調査票の形式は、大正14年調査、昭和22年臨時調査のみ個人票が使用され、その他の年では世帯票が使われている。
6　　用語の説明

(1)　人　　口

現在人口：現在地主義による人口。調査時に調査地域内に現在した者をいい、大正9年調査から昭和22年臨時調査までは、この定義による。
常住人口:常住地主義による人口。調査時に調査地域内に3か月(昭和25年のみ6か月)以上にわたって住んでいるか、住むことになっている者をいい、昭和25年調査以後は、この定義による。
(2)　昼間人口

昼間人口は、従業地･通学地集計の結果を用い、算出される人口である。従業地･通学地集計は通勤･通学人口の日々の移動、すなわち、人がその住居からその従業地あるいは通学地へ移動する実態を明らかにするためのものである。算式は次のとおりである。
昼間人口＝常住人口－｛(市内に常住する就業者のうち従業先が市外にある者)
＋　(市内に常住する通学者のうち通学先が市外にある者)｝

＋｛(市外に常住する就業者のうち従業先が市内にある者)

＋　(市外に常住する通学者のうち通学先が市内にある者)｝

なお、就業者とは、原則として、調査日前1週間(9月24日～9月30日)に収入になる仕事を少しでもした者、通学者とはその間に学校に通っていたものをいう。
(3)　世　　帯

世帯は｢住居及び生計を共にする者の集まり又は独立して住居を維持する単身者」と定義されており、昭和50年調査以前は｢普通世帯｣と｢準世帯｣に区分され、その定義に大きな変更はない。
昭和55年調査では、従来の区分で主に集計するとともに、新たに「一般世帯｣と｢施設等の世帯｣による区分で一部集計されている。これは、間借り･下宿などの単身者と会社などの独身寮の単身者の取り扱いが変更されたことによる(次表を参照のこと)。昭和60年調査では、新区分を主体に集計し、従来の区分についても、一部集計を行っている。世帯の区分の対応を示すと、次表のようになる。
	
	一　　　　般　　　　世　　　　帯
	施　　設　　等　　の　　世　　帯

	普通世帯
	･住居と生計を共にしている人の集まり

･一戸を構えて住んでいる単身者
	

	準世帯

	･間借り・下宿などの単身者
･会社などの独身寮の単身者

　　　　　　　　　　　　　　注　１）
	1 寮・寄宿舎の学生・生徒
2 病院・療養所の入院者

3 社会施設の入所者

4 自衛隊の営舎内居住者

5 矯正施設の入所者

⑥　その他


注1)会社などの独身寮の単身者は、50年以前は、棟ごとに、まとめて一つの世帯としたが、

55年からは1人1人をそれぞれ一つの世帯とした。
2)①・②は棟ごと、③は施設ごと、④・⑤は調査単位ごとに一つの世帯としている。
昭和20年前後の全国的な人口調査

昭和20年には国勢調査の実施が予定されていたが、戦争末期の非常事態であったため、実施には至らず、22年に臨時国勢調査が実施された。この他、戦時中、終戦直後の人口に関しては、戦時的要求や食糧配給などの諸施策などの基礎資料としての人口を得るため、以下の実地調査が全国的規模で行われている。
昭和19年2月22日人口調査…資源調査法に基づき内閣統計局が実施。個人票、自計申告。
昭和20年11月1日人口調査…資源調査法に基づき内閣統計局が実施。個人票、自計申告。
昭和21年4月26日人口調査…連合国軍総司令部の指令により、資源調査法に基づき内閣統計局が実施。
個人票、自計申告。
昭和23年8月1日常住人口調査…連合国軍総司令部の指令により、統計法に基づき、総理庁統計局が実施。世帯票、他計申告。
名古屋市独自の人口調査など

以下に掲げる調査は、本市が実施機関または調査機関となって実施した名古屋市または愛知県を対象とする調査で、集計結果は『名古屋市統計年鑑』及び『名古屋市統計資料月報』などに収録されている。
1　　市民調査

物資の配給その他戦時下における市民の福利厚生施設計画に必要な基礎資料を得るとともに町籍簿を整備するために、昭和15年7月1日現在で行われた。
調査の範囲は調査日現在市内に常住する者及び会社、銀行、工場、事務所、学校、官公庁などのうちで常住する者はないが従業者又は通学者のいる場所および空家であり、外国人もすべて調査したが、陸海軍の部隊、刑務所の収容者、一定の居所を有しない者は除かれた。
調査事項は、所在地、世帯主の職業、世帯員について、その氏名、世帯における地位、男女の別、出生の年月日、従業･通学の場所、従業･通学の別、また市外より通勤する者の人員、井戸の有無などとなっている。
集計後、結果報告書がまとめられたが、戦時中のため当時は公表されなかった。
2　　常住人口調査(昭和26年～54年)

統計法第8条の規定による届出統計調査で、国勢調査区のうちから、ほぼ1／9の抽出率で抽出した調査区について調査員が実地調査を行うもので、本市の人口の諸属性を明らかにするために、昭和26年の第1回調査以降、原則として国勢調査を実施しない年に、11月1日ないし12月1日現在で実施し、昭和54年の第23回調査まで続いた。
この調査は、本市のような大都市においては人口の社会移動が大きく、しかもその相当部分が市外との移動であるため、人口の産業別構成、年齢別構成の変化が大きく、国勢調査のみでは市政の基礎資料として不十分であるとの当時の判断により、実施されたものである。
なお、この調査における｢常住｣の定義は、直前の国勢調査の定義によっている。
調査事項は性別、年齢などの基本的属性のほか就業･非就業の別、産業などの経済的属性、世帯の種別などとなっている。
3　　住民異動調査(昭和37年1月～55年9月)

住民基本台帳法(昭和42年10月以前は住民登録法)及び外国人登録法に基づき作成される公簿上の資料により、人口及び世帯の異動を把握し、毎月人口推計の資料を得ることを目的とし、昭和37年1月から昭和55年9月まで実施され、人口動向調査の実施に伴い、廃止された。調査は、毎月、各区に届け出があった出生、死亡、転入、転出の男女別数及び世帯の増減数を、区長より市長へ報告する方法で行われた。昭和37年以降、この方法で実施してきたが、それ以前は、転入、転出については食糧配給人口の異動を集計した現住人異動報告を、出生、死亡については人口動態調査の結果を基礎資料として集計していた。
調査事項は、住民基本台帳及び外国人登録のそれぞれの区分について、次のとおりである。
各月1日現在の登録人口(男女別)、出生数と死亡数(男女別)、転入数と転出数(男女別)、
月間差増(減)(男女別)、世帯数の増減、各月末日現在の登録人口。
4　　人口動向調査(昭和55年10月～)

愛知県統計調査条例に基づき実施している統計法第8条の規定による届出統計調査で、住民基本台帳法及び外国人登録法に基づき作成される公簿上の資料により世帯数、人口及び社会動態、自然動態の状況を区別、小地域別あるいは年齢別などに明らかにするために、昭和55年10月から実施している。また、この調査の結果を基に、住民基本台帳人口に係わる、総務庁及び自治省への報告を行っている。
この調査は、昭和55年9月まで実施してきた｢住民異動調査｣及び後述する｢転出入人口調査｣を基本的に引き継ぐとともに、新たに調査事項を追加し、調査方法の改正も行っている。
調査は、毎月、各区に届け出があった出生、死亡、転入、転出などの異動要因について調査票を作成し、区長が知事へ送付している。愛知県統計課において、電子計算機処理により集計し、名古屋市関係分について市統計課が結果を公表している。
小地域コードなどを調査事項に追加した結果、次のような集計体系になっている。
(基本集計)

男女別人口、世帯数及び異動数(異動要因別)

男女･年齢(5歳階級)別異動数(異動要因別)、年齢(各歳、5歳階級)･男女別人口

(従前地･転出先別集計)

転出入先(県内、県外)･男女別移動数、転出入先(県内、県外)･年齢(5区分)別移動数

(小地域別集計)

男女･世帯の種類(2区分)別異動数、男女別人口
自然動態に関する統計調査について

1　　人口動態調査(指定統計第5号)

人口動態に関する調査は、出生、死亡、婚姻、離婚などの人口の自然動態の資料を得るため、明治5年から実施されていたが、明治31年の戸籍法の施行に伴い、翌32年から内閣統計局で実施され、昭和20年の終戦を契機として制度の画期的な整備が行われた。昭和22年に統計法第3条の規定による指定統計第5号として指定され、同年9月に所管が厚生省に移され、人口動態調査令(昭和21年9月30日勅令第447号)及び同施行規則(昭和23年2月24日厚生省令第6号)により実施している。
調査方法は出生、婚姻、離婚については戸籍法による届出により、死亡については戸籍法による届出及び官公署の報告により、また死産については厚生省令による届書及び官公署の報告により、それぞれ調査票を作成し集計しており、日本における外国人の人口動態、外国における日本人の人口動態は対象になっていない。出生、死亡、死産は事件発生地主義(出生地、死亡地)をとっていたが、昭和45年4月、戸籍法の改正により届出事件の本人の本籍地または届出人の所在地の市町村にも届出できるようになり、届出を受けた市区町村長が調査票を作成し、厚生省において調査票を集計し、住所地別に公表している。
本市の自然動態に関するデータ(本書掲載分)は、主にこの調査による。
前述の｢住民異動調査｣、｢人口動向調査｣からも出生、死亡のデータが得られるが、これらは主に、毎月の推計人口を算出するために使用されている。
社会動態に関する統計調査

1　　転出入人口調査(昭和27年1月～55年9月)

本市の市外との人口の移動状況の実態を把握するために、昭和27年1月から昭和55年9月まで実施され、同年10月から人口動向調査の実施に伴い、廃止された。調査は、毎月、区長が調査票を作成し、市長へ報告する形態で行われた。昭和36年12月までは食糧配給人口の異動を、昭和37年1月から42年10月までは住民登録人口の異動を、昭和42年11月からは住民基本台帳人口の異動について集計を行った。
調査事項は次のとおりである。
27～30年

男女別、従前の住所地別、市外からの転入者数。男女別、年齢階級別、市外からの転入者数。
31年以降

男女別、従前の住所地別、市外からの転入者数。男女別、年齢階級別、市外からの転入者数。
男女別、転出先の住所地別、市外への転出者数。男女別、年齢階級別、市外への転出者数。
前述の｢住民異動調査｣は、市内での区間移動も含めた転入･転出数を把握することを目的としているのに対し、この調査は、もっぱら、市外との転入･転出数の把握を目的としている。
2　　人口動向調査

この調査は、前述のように｢転出入人口調査｣と｢住民異動調査｣を基本的に引き継いでいる。従って、市内での区間移動も含めた転入･転出数を集計し、毎月の推計人口を算出すると共に、本市外との転入･転出数を集計し、人口の移動状況を把握することを目的としている。
3　　住民基本台帳人口移動報告(参考)

本書には、データを掲載していないが、主として都道府県間の人口移動の状況を把握するために、よく利用されるので、参考として掲載する。
この調査は、住民基本台帳法(昭和42年7月25日法律第81号)第36条の規定に基づき、住民基本台帳により人口の移動状況を明らかにすることを目的として行われている。昭和27年7月に施行された住民登録法に基づき、昭和29年1月に開始され、昭和42年11月の住民基本台帳法の施行に伴い、調査名が住民基本台帳人口移動報告と改められた。
調査事項は、住民基本台帳法第22条の規定による転入者及び同法第8条の規定により職権で住民票に記載された転入者の従前の住所地（都道府県、東京都特別区部及び10大都市別)別の男女別数で、市町村長(東京都特別区の区長を含む)が各月別に4半期ごとに取りまとめ、都道府県知事を経由して総務庁長官に報告している。なお、転入者には日本の国籍を有しない者及び戸籍法(明治22年法律224号)の適用を受けない者並びに同一市区町村内で住所を変更(転居届) した者は含まない。転出者数は、報告があった転入者の従前の住所地（都道府県、東京都特別区部及び10大都市別)によって、総務庁統計局で算出した数である。集計結果は、各月ごとの移動数を掲載した住民基本台帳人口移動報告季報(4半期ごと)及び年間の移動数をまとめた年報によって公表される。
本市の場合、昭和55年10月からは、人口動向調査の実施に伴い、この報告は、人口動向調査の結果に基づいて、知事から総務庁長官へ報告している。
注　2）








